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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、労働基準法（以下「労基法」という。）第８９条及び公立大学法人京

都市立芸術大学職員就業規則第３条第２項の規定により、公立大学法人京都市立芸術大

学（以下「法人」という。）に勤務する臨時職員の労働条件その他就業に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、「臨時職員」とは、次に掲げる職員をいう。 

⑴ 臨時職員Ａ 職員（公立大学法人京都市立芸術大学職員就業規則第２条に規定する

職員をいう。以下同じ。）の長期休務等が見込まれ、代替が必要と認められる期間が

４箇月以上である場合又は理事長が必要と認める場合において雇用するもの。 

⑵ 臨時職員Ｂ 一時的な大量業務の処理等業務繁忙の場合、職員の休務等が見込まれ

る場合、又は理事長が必要と認める場合の事務補助として雇用するもの。  

（適用範囲） 

第３条 この規則は、全ての臨時職員に適用する。 

（法令との関係） 

第４条 臨時職員の就業に関し、労働協約、労働契約及びこの規則に定めのない事項につ

いては、労基法その他関係法令及び法人の諸規程に定めるところによる。 

（規則の遵守） 

第５条 法人及び臨時職員は、この規則を遵守し、誠実にその義務を履行しなければなら

ない。 

（規則の周知） 

第６条 法人は、この規則の内容及び趣旨の周知徹底を図るとともに、この規則を改廃し

た場合には速やかに臨時職員に周知しなければならない。 

 

第２章 人事 

（勤務条件の明示） 

第７条 法人は、臨時職員の雇用に際しては、給与、勤務時間、その他の勤務条件（以下

「勤務条件」という。）を採用条件書により臨時職員に明示する。 

 



（雇用期間） 

第８条 臨時職員の雇用期間は、６箇月以内とする。ただし、理事長が必要と認める場合

は、更新することができる。ただし、通算して５年を超えることはできない。  

２ 前項の規定にかかわらず、職員の育児休業に係る代替職員として臨時職員を雇用する

場合における雇用期間は、１年以内とする。 

（解雇） 

第９条 臨時職員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該臨時職員を解雇する。 

⑴ 成年被後見人又は被保佐人となった場合 

⑵ 禁固以上の刑に処せられた場合 

⑶ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で

破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

２ 臨時職員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該臨時職員を解雇することがで

きる。 

⑴ その職にふさわしくない非行のあった場合 

⑵ 勤務実績が良くない場合 

⑶ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

⑷ 前３号に定めるもののほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

⑸ 事業活動の縮小その他法人の経営上やむを得ない事由がある場合 

⑹ 天災事変その他やむを得ない事由により法人の事業継続が不可能となった場合 

⑺ その他前各号に準ずるやむを得ない事由がある場合 

（解雇制限） 

第１０条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しない。

ただし、療養開始後３年を経過した日において、労働者災害補償保険法（以下「労災保

険法」という。）に基づく傷病補償年金を受けている場合又は同日後において傷病補償

年金を受け取ることとなった場合若しくは第９条第２項第６号に該当する場合におい

て所轄労働基準監督署長の認定を受けて解雇する場合は、この限りでない。 

 ⑴ 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休業する期間及びその後３０日間 

 ⑵ 労基法第６５条の産前産後の休業期間及びその後３０日間 

 

 



（解雇予告） 

第１１条 第９条の規定により臨時職員を解雇する場合は、少なくとも３０日前に当該臨

時職員に予告するか、又は労基法第１２条に規定する平均賃金の３０日以上の解雇予告

手当を支払う。 

２ 前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数に応じて短縮する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、予告することな

く解雇するものとする。 

⑴ 労働者の責に帰すべき事由がある場合において、所轄労働基準監督署長の認定を受

けて当該事由に基づいて解雇をする場合 

⑵ 第９条第２項第６号に該当する場合において、所轄労働基準監督署長の認定を受け

て解雇する場合 

（退職後の責務） 

第１２条 退職した者又は解雇された者（以下「退職者等」という。）は、在職中に知り得

た秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 退職者等は、法人から貸与された物品を速やかに返品しなければならない。 

（退職証明書） 

第１３条 法人は、退職者等が、退職証明書の交付を請求した場合は、遅滞なくこれを交

付する。 

２ 退職証明書に記載する事項は、次のとおりとする。ただし、証明すべき事項を限定し

て請求があった場合は、この限りでない。 

⑴ 勤続期間 

 ⑵ 業務の種類 

 ⑶ その事業における地位 

⑷ 給与 

⑸ 退職の事由（解雇された場合にあっては、その事由を含む。） 

 

第３章 給与 

（給与） 

第１４条 臨時職員には次に掲げる給与を支給する。 

⑴ 給料  



⑵ 時間外勤務手当 

⑶ 通勤手当 

２ 前項第１号に規定する給料の額は、別表第１に定める額とする。 

３ 第１項第２号に規定する時間外勤務手当の額は、職員の例による。 

４ 第１項第３号に規定する通勤手当の額は、非常勤嘱託員の例による。 

（給与の支給方法） 

第１５条 給与は、通貨で、臨時職員に対して直接に、その全額を支払う。ただし、法令

に別段の定め又は労基法第２４条第１項の規定に基づく協定がある場合には、当該法令

又は協定に定められる金額を控除することができる。 

２ 給与は、臨時職員の申出があるときは、口座振替の方法により支払うことができる。 

３ 臨時職員は、給与の支給を受けたときは、口座振替以外の方法により支払を受けた金

額に係る領収書に押印しなければならない。 

（給与の支給期日） 

第１６条 給与の計算期間は、月の１日から末日までとし、その支給期日は、翌月の２１

日とする。ただし、支給期日が日曜日、土曜日又は祝日法による休日に当たるときは、

その日前において、その日に最も近い日曜日、土曜日又は祝日法による休日でない日を

支給期日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、特別の事情があるときは、支給期日を別に定め

ることができる。 

（給料の減額） 

第１７条 臨時職員が、勤務時間中について勤務しない時間があるとき（第２８条の規定

により年次休暇、服喪休暇及び夏期休暇を受けた場合並びに次条に規定する場合を除

く。）は、当該臨時職員の給与日額を１日の勤務時間数で除して得た額に勤務しない時

間数を乗じて得た額を減額して給料を支給する。 

２ 前項の勤務しない時間数の計算は、勤務しなかったときごとに１０分を単位として行

う（１０分未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）こととする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、公立大学法人京都市立芸術大学非常勤職員等の業務災害

等に係る休業補償等に関する規程（以下「非常勤職員等補償規程」という。）第３条の

規定に基づき休業補償を受けることができる場合において、非常勤職員等補償規程又は

この規則の規定により減額され、又は支給されないこととなる給与の額が、労働者災害



補償保険法第８条の２に規定する休業給付基礎日額に非常勤職員等補償規程第３条の

規定により休業補償を受けることができる日数（その月に係る日数に限る。）を乗じて

得た額（以下「労災補償相当額」という。）を超えることとなるときは、給与から当該

労災補償相当額を減額する。 

（給料の減額特例） 

第１８条 前条第１項の規定にかかわらず、別表第２の左欄に掲げる理由により、勤務し

ないことについての所属長の承認を得た場合には、それぞれ同表の右欄に掲げる期間に

限り、給料を減額しないことができる。 

（端数計算） 

第１９条 この規則の定めるところにより、給与の支給額を計算し、又は給与を減額する

場合において、これらの計算の基礎となる１日当たり又は１時間当たりの給与の額に５

０銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは

これを１円に切り上げる。 

２ この規則の定めるところにより、給与の支給額を計算し、又は給与を減額する場合に

おいて、これらの計算の基礎となる時間数に３０分未満の端数があるときはこれを切り

捨て、３０分以上１時間未満の端数があるときはこれを１時間として計算する。 

 

   第４章 服務  

（誠実義務） 

第２０条 臨時職員は、法人の使命及び業務の公共性を自覚し、誠実かつ公正に職務を遂

行しなければならない。 

２ 臨時職員は、法人の利益と相反する行為を行ってはならない。 

（服務心得） 

第２１条 臨時職員は、法令及び法人の諸規程を遵守し、上司の指揮命令に従ってその職

務を遂行しなければならない。 

２ 臨時職員は、常に能力の開発、能率の向上及び業務の改善を目指し、相互協力の下に

業務の正常な運営に努めなければならない。 

３ 上司は、その指揮命令を受ける臨時職員の人格を尊重し、その指導育成に努めるとと

もに、率先してその職務を遂行しなければならない。 

 



（遵守事項） 

第２２条 臨時職員は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

⑴ 法人の名誉若しくは信用を失墜し、又は職員全体の名誉を毀損する行為をしてはな

らない。 

⑵ 職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

⑶ 常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的利用のために用いてはならない。 

⑷ 法人の敷地及び施設内（以下「学内」という。）で、法人の秩序又は規律を乱す行

為をしてはならない。 

⑸ 法人の許可を受けずに、学内で集会、演説、文書又は図画の配布若しくは掲示その

他これに準ずる行為（教育研究活動及びこれに関連する活動を除く。）をしてはなら

ない。 

⑹ 法人は、前号の集会、演説、文書又は図画の配布若しくは掲示その他これに準ずる

行為が、法人の正常な運営を乱すおそれがないと認めるときは、これを速やかに許可

しなければならない。 

⑺ 法人の許可を受けずに、学内で営利を目的とする金品の貸借をし、物品の売買をし

てはならない。 

（倫理の保持） 

第２３条 臨時職員は、業務に係る倫理の保持に努めなければならない。 

（ハラスメントの防止等） 

第２４条 臨時職員は、ハラスメントの防止に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、ハラスメントの防止等に関する取扱いは、職員の例による。 

（入構禁止又は学外退去） 

第２５条 法人は、臨時職員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該臨時職員の大

学内への入構を禁止し、又は大学内から退去させることができる。 

 ⑴ 職場の風紀秩序を乱し又はそのおそれがあるとき 

⑵ 火気、凶器等の危険物を所持しているとき 

⑶ 衛生上有害と認められるとき 

⑷ その他前各号に準じ就業に不都合と認められるとき 

（出退勤） 

第２６条 臨時職員は、始業時刻までに出勤し、自ら出勤簿に押印しなければならない。 



２ 臨時職員は、始業時刻までに出勤することができないときは、遅滞なくその旨を所属

長に届け出なければならない。 

３ 臨時職員は、早退しようとするときは、その旨を所属長に届け出なければならない。 

４ 所属長は、前２項の届出があったときは、臨時職員ごとに帳簿を作成し、その状況を

記入するものとする。 

 

   第５章 勤務時間、休日、休暇等 

（勤務時間、休日及び休暇等） 

第２７条 臨時職員の勤務時間、休憩時間及び休日等は、個人ごとに定める。 

（休暇） 

第２８条 臨時職員は、別に定めるところにより、年次休暇、服喪休暇及び夏期休暇を受

けることができる。 

２ 年次休暇、服喪休暇及び夏期休暇の期間は、給与を支給する。 

（育児又は介護に関する休暇等） 

第２８条の２ 臨時職員は、理事長に申し出たときは、育児休業、子の看護のための休暇、

介護休業又は短期介護休暇を取得することができ、１日の勤務時間が６時間以上の臨時

職員は、理事長に申し出たときは、部分休業又は介護時間を取得することができる。た

だし、次に規定する臨時職員を除くこととする。 

 ⑴ 育児休業を申し出ようとする臨時職員 

  ア 子の出生から５７日以内の育児休業（以下「出生時育児休業」という。）の場合 

   (ア) 採用後１年未満の臨時職員 

   (イ) 申出の日から５７日以内に雇用関係が終了することが明らかな臨時職員 

   (ウ) １週間の所定労働日数が２日以下の臨時職員 

  イ ア以外の育児休業（以下「一般の育児休業」という。）の場合 

   (ア) 採用後１年未満の臨時職員 

   (イ) 申出の日から１年（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という。）第５条第３項及び第４項

の申出にあっては６箇月）以内に雇用関係が終了することが明らかな臨時職員 

   (ウ) １週間の所定労働日数が２日以下の臨時職員 

 ⑵ 介護休業を申し出ようとする臨時職員 



  ア 採用後１年未満の臨時職員 

  イ 申出の日から９３日以内に雇用関係が終了することが明らかな臨時職員 

  ウ １週間の所定労働日数が２日以下の臨時職員 

 ⑶ 子の看護のための休暇又は短期介護休暇を申し出ようとする臨時職員 

  ア 採用後６箇月未満の臨時職員 

  イ １週間の所定労働日数が２日以下の臨時職員 

 ⑷ 部分休業又は介護時間を申し出ようとする臨時職員 

  ア 採用後１年未満の臨時職員 

  イ １週間の所定労働日数が２日以下の臨時職員 

２ 前項の育児休業については、育児・介護休業法の例による。 

３ 第１項の子の看護のための休暇、部分休業、介護休業、短期介護休暇及び介護時間に

ついては、職員の例による。 

４ 前項に規定する介護時間を申し出た臨時職員が、部分休業を取得する場合は、２時間

（１日の勤務時間が７時間４５分に満たない臨時職員については、当該臨時職員の１日

の勤務時間から５時間４５分を差し引いた時間）からこれらを申し出て勤務しない時間

を差し引いた時間の範囲内で取得することができる。 

５ 臨時職員が部分休業を取得できる期間は、当該部分休業に係る子が３歳に達する日ま

でとする。 

６ 前項に規定する部分休業を申し出ている臨時職員が、介護時間を取得する場合は、２

時間（１日の勤務時間が７時間４５分に満たない臨時職員については、当該臨時職員の

１日の勤務時間から５時間４５分を差し引いた時間）からこれらを申し出て勤務しない

時間を差し引いた時間の範囲内で取得することができる。 

７ 育児休業及び介護休業の期間中は、報酬を支給しない。 

 

   第６章 研修 

（研修） 

第２９条 所属長は、臨時職員に対し、業務の遂行上必要な知識及び技能を習得させるた

めの研修を実施することができる。 

 

 



第７章 表彰 

（表彰） 

第３０条 臨時職員に対しては、職員の例により表彰する。 

 

   第８章 損害賠償 

（損害賠償） 

第３１条 臨時職員が故意又は重大な過失によって法人に損害を与えた場合は、その損害

の全部又は一部を賠償させるものとする。 

 

第９章 安全及び衛生 

（安全及び衛生） 

第３２条 法人は、労働安全衛生法及びその他関係法令に基づき、臨時職員の健康増進と

危険防止のため必要な措置を講じなければならない。 

２ 臨時職員は、安全、衛生及び健康確保について、関係法令のほか、法人の指示を守る

とともに、法人が実施する安全及び衛生に関する措置に協力しなければならない。  

３ 第１項の規定に基づき、必要な措置が勤務時間中に実施される場合において、理事長

が特に必要と認めるときは、第１７条の規定にかかわらず、給与を減額しない。  

（健康診断） 

第３３条 臨時職員のうち別に定めるものには、健康診断を実施する。 

２ 前項の健康診断の実施及び実施後の措置については、公立大学法人京都市立芸術大学

職員安全衛生規程（以下「安全衛生規程」という。）第２条第１項に規定する職員の例

による。 

３ 第１項の健康診断を勤務時間中に実施する場合には、第１７条の規定にかかわらず、

給与を減額しない。 

 

   第１０章 出張 

（出張） 

第３４条 臨時職員は、業務上必要がある場合は、出張を命ぜられる。 

２ 出張を命ぜられた臨時職員が出張を終えたときには、速やかにその旨を上司に報告し

なければならない。 



３ 臨時職員は、出張中、業務の都合又は病気その他やむを得ない事由により予定を変更

しなければならないときは、速やかに上司に連絡し、その承認を得なければならない。 

４ 臨時職員は、上司に随行した場合を除き、出張終了後速やかに復命書を作成し、提出

しなければならない。ただし、特別な事項又は軽易な事項は、口頭により復命すること

ができる。 

（旅費等） 

第３５条 前条に定めるもののほか、出張及び出張に要する旅費については、職員の例に

よる。 

 

  第１１章 福利厚生 

（社会保障等） 

第３６条 臨時職員の社会保険等の適用については、健康保険法、厚生年金保険法、雇用

保険法及び介護保険法等の定めるところによる。 

（福利厚生事業） 

第３７条 臨時職員の体育、文化その他厚生事業の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

（物品の貸与） 

第３８条 臨時職員は、業務に必要な物品等の貸与を受けることができる。 

 

   第１２章 災害補償 

（災害補償） 

第３９条 臨時職員の業務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。以下同じ。）又は

通勤による災害に対する補償は、労働者災害補償保険法その他関係法令の定めるところ

による。 

２ 前項に定めるもののほか、災害補償に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第１３章 不服申立て 

（不服申立て） 

第４０条 臨時職員の不服申立ては職員の例による。 

 

 



   第１４章 雑則 

（委任） 

第４１条 この規則において別に定めることとされている事項及びこの規則の施行に関し

必要な事項は、理事長が定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行に関し必要な経過措置は、理事長が定める。 

   附 則（平成２５年３月２６日理事長決定） 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年３月２４日理事長決定） 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月２５日理事長決定） 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年１２月２１日理事長決定） 

 この規則中第１条の規定は平成２９年１月１日から、第２条の規定は同年４月１日から

施行する。 

   附 則（平成２９年３月３０日理事長決定）  

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年３月１９日理事長決定） 

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３１年３月２７日理事長決定） 

 この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和元年９月２０日理事長決定） 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和３年９月２８日理事長決定） 

 この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

 



   附 則（令和４年９月２７日理事長決定） 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和５年９月２０日理事長決定） 

 この規則は、令和５年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和６年３月１４日理事長決定） 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表第１ 給料の額（第１４条関係） 

区 分 給料の額 

事務Ａ 勤務１日（７時間４５分）につき８，８５０円 

事務Ｂ 勤務１日（７時間４５分）につき８，３３０円 

保健師 勤務１日（７時間４５分）につき１２，２５０円 

ヌードモデル 勤務１時間につき３，５００円 

コスチュームモデル 勤務１時間につき１，５５０円 

別に定める。 別に定める。 

１ 事務Ａは育児休業等の職員の代替として当該職員と同様の担当業務を行う事務職の臨時職員、事務

Ｂは事務Ａ以外の事務職の臨時職員をいう。 

２ 事務Ａ、事務Ｂ及び保健師のうち、１日の勤務時間数が７時間４５分未満の場合においては、上記

の給料の額を７．７５で除して得た額（５０銭未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０銭以上

１円未満の端数があるときはこれを１円に切り上げた額）に当該事務Ａ、事務Ｂ又は保健師の１日の

勤務時間数を乗じて得た額を給料の額とする。 

 



別表第２ 給与の減額特例対象となる期間(第１８条関係) 
理  由 期  間 

⑴ 公聴会、審議会、裁判所に講師、裁判員、裁判員候

補者、補充裁判員、選任予定裁判員、証人、参考人等

として出席 
そのつど必要と認める時間又は期間 

⑵ 公の選挙又は投票における選挙権の行使 同上 

⑶ 給与その他の勤務条件に関し法人に意見又は不満を

申し出る場合 同上 

⑷ 地震、火災、水害等の災害に際して、消火及び書類

又は器物の搬出並びに警備等に従事する場合 同上 

⑸ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律の規定による交通の制限又は遮断 同上 

⑹ 風水震、火災その他非常災害による交通の遮断 同上 

⑺ ⑸及び⑹による場合のほか、交通機関の事故等の不

可抗力による事故 そのつど必要と認める時間 

⑻ その臨時職員の所属する機関の事務又は事業の運営

上の必要に基づく事務又は事業の全部又は一部の停止 その停止の期間 

⑼ 第３３条第２項の規定により職員の例によることと

される安全衛生規程第１９条第１項第１号の規定に基

づく一般定期健康診断に代えて、全国健康保険協会の

実施する生活習慣病予防健診のうち一般健診及び医師

から追加が必要と告げられた場合の眼底検査（以下「一

般健診等」という。）並びに一般健診に追加する付加健

診、乳がん・子宮がん検診を受診する場合（同一年度

内に⑽に規定する子宮がん検診（単独受診）を受診し、

給料を減額しないこととした場合を除く。） 

必要と認める時間（受診結果を医療機関等

で直接受ける時間及び受診結果に基づき再

検査等を行う時間を除く。） 

⑽ 全国健康保険協会の実施する生活習慣病予防健診の

うち子宮がん検診（単独受診）を受診する場合（同一

年度内に⑼に規定する一般健診等を受診し、給料を減

額しないこととした場合を除く。） 

必要と認める時間 

⑾ 全国健康保健協会が実施する高齢者の医療の確保に

関する法律に基づく特定保健指導に係る動機付け支援

又は積極的支援の初回時面接を受診する場合 
同上 

⑿ 勤務場所、勤務場所に近接する法人の施設その他こ

れらに準じる取扱いをすることが適当と認められる法

人の施設おいて献血を行う場合 

同上 

 



臨時職員（Ａ・Ｂ）採用条件書  

 

あなたを □採用又は雇用 するに当たっての勤務条件は、以下のとおりです。 

     □期間更新 

 

１ 勤務場所は、            とする。 

２ 勤務内容は、                    及びこれに伴う業務とする。 

  なお、勤務場所及び勤務内容は変更しない（天災その他やむを得ない理由により変更が生じる場合を除く） 

３ 雇用期間は、    年  月  日から    年  月  日までとする。 

４ 契約更新の有無 

  □ 自動的に更新する  □ 更新する場合があり得る  □ 更新しない 

  ※ 契約更新の基準 

    契約期間満了時の業務量、勤務実績・態度、能力、法人の経営状況、従事している業務の進捗状況等を総合的に勘案し

て判断する。 

５ 勤務日及び勤務時間は、次のとおりとし、原則としてこれを超える勤務は行わせない。 

勤  務  日 勤  務  時  間 

     時  分  ～   時  分(うち休憩時間  分) 

     時  分  ～   時  分(うち休憩時間  分) 

     時  分  ～   時  分(うち休憩時間  分) 

   休日は次のとおりとする。 

   □ 土曜日及び日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始（１月２日、同月３日、８月１５日、同月

１６日及び１２月２９日から同月３１日まで） 

□ その他（                   ） 

６ 給料の額は、                     円とし、勤務しない日及び勤務しない時間は無給とする（年次

休暇及び服喪休暇等を取得した場合を除く。）。 

  正規の勤務時間を超えて、又は休日等、勤務することを命じられて勤務した場合は、その勤務１時間当たりの給料の額（以

下「時間単価」という。）に、以下の割増率を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

（１）正規の勤務日における勤務 → １２５／１００（１日７時間４５分までは１００／１００） 

（２）勤務を要しない日における勤務 → １２５／１００（１日７時間４５分までは１００／１００） 

（３）休日における勤務 → １３５／１００ 

（４）（１）～（３）にかかわらず、１月６０時間を超えた場合における勤務 → １５０／１００ 

※ 深夜の時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの間）は、上記の割増率に２５／１００を加算する。 

正規の勤務として深夜の時間帯に勤務した場合は、その間に勤務した全時間に対して勤務１時間につき、時間単価の３５／

１００を夜間勤務手当として支給する。 

また、住居から勤務場所までの通勤距離が、 

 □２ｋｍ以上あるため、通勤手当を支給する。 

  □２ｋｍ未満であるため、通勤手当は支給しない。 

７ 給与の支払いは、各月１日から月末までの分を翌月の２１日に支給する。 

ただし、支給日が休日に当たるときは、その日前において、その日に最も近い休日でない日とする。 

□ 勤務１日につき 
□ 勤務１時間につき 



８ □ 年次休暇・服喪休暇は付与しない。  □ 年次休暇・服喪休暇を付与する。 

年次休暇は、別紙に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じ、同表に掲げる日数を付与する。ただし、業務に支障がない

場合に限り、所属長の承認を得て、取得することができるものとする。 

９ 業務上負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡したとき、又は通勤により負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡したときは、

労働者災害補償保険法及び公立大学法人京都市立芸術大学非常勤職員等の業務災害等に係る補償に関する規程  

その他関係規程により災害補償を行う。 

10 ○ 雇用期間が１年以上となるので、健康診断の受診対象とする。 

○ 健康診断の受診対象としない。 

11 ○ 雇用保険の被保険者となり保険料を負担する。 

○ 雇用保険の被保険者としない。 

□ ３１日未満   □ 昼間学生   □ 短時間就労者 

12 ○ 健康保険は、公立学校共済組合の短期組合員の被保険者となり保険料を負担する。 

○ 健康保険は、日雇特例被保険者となり保険料を負担する。 

○ 健康保険の被保険者としない。 

13 ○ 厚生年金保険の被保険者となり保険料を負担する。 

○ 厚生年金保険の被保険者としない。 

14 臨時職員は、公立大学法人京都市立芸術大学臨時職員就業規則に定める秘密を守る義務、法令及び上司の職務上の命令に従

う義務、信用失墜行為の禁止などの事項を遵守しなければならない。 

15 臨時職員は、正式採用に際し、いかなる優先権も有しない。 

 

     年  月  日 

公立大学法人京都市立芸術大学 理事長 

  

 上記採用条件を承認しました。 

 

     年  月  日        氏 名                 印 

 

 



 

年次休暇付与時期 

雇用当初 

（更新後） 

１箇月継続

勤務時 

２箇月継続

勤務時 

３箇月継続

勤務時 

４箇月継続

勤務時 

５箇月継続

勤務時 

週 

５日 １日 ２日 ２日 １日 ２日 ２日 

４日 １日 １日 ２日 １日 １日 ２日 

３日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 

２日 ― １日 １日 ― １日 １日 

１日 ― ― １日 ― ― １日 

 

年次休暇付与時期 

６箇月継続

勤務時 

７箇月継続

勤務時 

８箇月継続

勤務時 

９箇月継続

勤務時 

１０箇月継

続勤務時 

１１箇月継

続勤務時 

週 

５日 １日 ２日 ２日 １日 ２日 ２日 

４日 １日 １日 ２日 １日 １日 ２日 

３日 １日 １日 １日 １日 １日 １日 

２日 ― １日 １日 ― １日 １日 

１日 ― ― １日 ― ― １日 

年次休暇の取得単位は、原則１日又は半日とする。ただし、所属長が事務に支障がないと認める場合は、一の雇

用期間（更新又は出産休暇から育児休業の代替として引き続いて採用する場合を含む。）につき、１週平均の正規

の勤務日数が３日以上、かつ、１日の正規の勤務時間数が５時間４５分以上または１日の正規の勤務時間数が７時

間４５分以上の者について、上表に掲げる週の所定勤務日数の区分に応じて、以下に掲げる日数（当該臨時職員の

年次休暇の残日数の範囲内に限る。）に限り、１時間を単位とする年次休暇を受けることができる。 

 

【１年次当たりの取得可能な時間休の日数】 

週における勤務

の形態 
時間休の上限日数（時間数） 

全日勤務 ７時間３０分以上 
６時間３０分以上 

７時間３０分未満 

５時間４５分以上 

６時間３０分未満 

５日 １５日（１２０時間） １５日（１０５時間） １５日（９０時間） 

４日 １２日（９６時間） １２日（８４時間） １２日（７２時間） 

３日 ９日（７２時間） ９日（６３時間） ９日（５４時間） 

２日 ６日（４８時間） ― ― 

１日 ３日（２４時間） ― ― 

  （注１）「全日勤務」は１日の勤務時間が５時間４５分以上である日をいう。 

【時間休の年次休暇の日数への換算】 

正規の勤務時間 日数（時間数） 

７時間３０分以上 ８時間 

６時間３０分以上７時間３０分未満 ７時間 

５時間４５分以上６時間３０分未満 ６時間 

 

 

（別紙） 


